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１．総 論 

 

本組合では、地域の活力向上のため、ふるさと市町村圏基金の果実を活用した広

域活動事業を実施し、更に住民の安心安全を守る常備消防業務、国際化時代に対応

した人材を育成する語学指導等を行う外国青年招致事業、救急医療在宅当番医制運

営委託事業を実施するとともに、地域医療支援センターによる第一次医療の補完的

な業務、介護保険制度における介護認定審査会の運営などを実施しました。 

なお、地域医療支援センターについては、平成３０年度末をもって廃止し、令和

元年度（平成３１年度）からは、県立南会津病院へ業務を移管しました。 

新消防庁舎建設事業については、第一期工事が着工し、庁舎棟の建設工事並びに

消防指令システム・デジタル無線移設工事等を実施しました。 

また、消防署只見出張所配備のポンプ自動車から水槽付ポンプ自動車に更新事業

を実施しました。 

 

予算の執行については、町村の置かれている財政状況等をよく認識した上で、極

力経費削減に努め、限られた財源を効果的・効率的に活用し、事業推進を図りなが

ら、効率的な予算執行に努めました。 

  以下、平成３０年度の決算の主な概要は、次のとおりです。 

 

  一般会計決算の歳入総額は、１，５５８，２１９千円で、前年度に比較して５４

０，７０１千円（５３．１％）の増、歳出総額は、１，５３６，４７０千円で前年

度に比較して５３１，３７５千円（５２．９％）の増となり、歳入歳出差引額は、

２１，７４９千円となっています。決算額が増加した主な理由は、新消防庁舎建設

事業の実施に伴うものです。 

 

  ふるさと市町村圏事業特別会計決算の歳入総額は、４，２７８千円で前年度に比

較して３１６千円（８．０％）の増、歳出総額は、４，２１０千円で前年度に比較

して７６０千円（２２．０％）の増となり、歳入歳出差引額は、６８千円となって

います。  

 

  地域医療支援センター特別会計決算の歳入総額は、２９，４９１千円で前年度に

比較して １７，００２千円（３６．６％）の減、歳出総額は、２９，４９１千円で

前年度に比較して１０，７３１千円（２６．７％）の減となり、歳入歳出差引額は、

０円となっています。 
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各会計の決算収支の内訳は、次の第１表が歳入決算内訳で第２表が歳出性質別決

算内訳となっています。 
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　　第　１　表

 区 　　       分 決算額(Ａ) 構成比 決算額(Ｂ) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 増減率

　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％

分 担 金 及 び 負 担 金 1,485,348 95.3 955,134 93.9 530,214 55.5

使 用 料 及 び 手 数 料 650 0.0 793 0.1 △ 143 △ 18.0

国 庫 支 出 金 432 0.0 12,359 1.2 △ 11,927 △ 96.5

県 支 出 金 822 0.1 807 0.1 15 1.9

財 産 収 入 204 0.0 255 0.0 △ 51 △ 20.0

寄 附 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

繰 入 金 8,800 0.6 10,300 1.0 △ 1,500 △ 14.6

繰 越 金 12,423 0.8 17,421 1.7 △ 4,998 △ 28.7

諸 収 入 49,540 3.2 20,449 2.0 29,091 142.3

地 方 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳 入 合 計 1,558,219 100.0 1,017,518 100.0 540,701 53.1

 

　　第　２　表

 区 　　       分 決算額(Ａ) 構成比 決算額(Ｂ) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 増減率

　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％

人 件 費 733,455 47.7 734,423 73.1 △ 968 △ 0.1

物 件 費 83,607 5.4 68,362 6.8 15,245 22.3

維 持 補 修 費 741 0.1 841 0.1 △ 100 △ 11.9

扶 助 費 8,745 0.6 7,770 0.8 975 12.5

補 助 費 等 10,406 0.7 8,307 0.8 2,099 25.3

普 通 建 設 事 業 費 693,216 45.1 176,592 17.5 516,624 292.6

公 債 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

積 立 金 6,300 0.4 8,800 0.9 △ 2,500 △ 28.4

歳 出 合 計 1,536,470 100.0 1,005,095 100.0 531,375 52.9

 

一   般   会   計   決   算   収   支   の   状   況

増      　  減

増      　  減

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度
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　　第　１　表

 区 　　       分 決算額(Ａ) 構成比 決算額(Ｂ) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 増減率

　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％

基 金 収 入 600 14.0 1,600 40.4 △ 1,000 △ 62.5

補 助 金 収 入 3,100 72.5 0 0.0 3,100 0.0

繰 入 金 66 1.5 2,296 57.9 △ 2,230 △ 97.1

繰 越 金 512 12.0 66 1.7 446 675.8

諸 収 入 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳 入 合 計 4,278 100.0 3,962 100.0 316 8.0

　　第　２　表

 区 　　       分 決算額(Ａ) 構成比 決算額(Ｂ) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 増減率

　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％

物 件 費 4,210 100.0 1,384 40.1 2,826 204.2

補 助 費 等 0 0.0 2,000 58.0 △ 2,000 △ 100.0

積 立 金 0 0.0 66 1.9 △ 66 △ 100.0

歳 出 合 計 4,210 100.0 3,450 100.0 760 22.0

ふるさと市町村圏事業特別会計決算収支の状況

増      　  減

増      　  減

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度
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　　第　１　表

 区 　　       分 決算額(Ａ) 構成比 決算額(Ｂ) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 増減率

　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％

診 療 収 入 5,172 17.5 9,733 20.9 △ 4,561 △ 46.9

使 用 料 及 び 手 数 料 102 0.4 248 0.5 △ 146 △ 58.9

分 担 金 及 び 負 担 金 5,460 18.5 11,840 25.5 △ 6,380 △ 53.9

県 支 出 金 7,000 23.7 7,000 15.1 0 0.0

財 産 収 入 0 0.0 0 0.0 0 0.0

繰 入 金 100 0.3 0 0.0 100 0.0

繰 越 金 6,270 21.3 3,424 7.4 2,846 83.1

諸 収 入 5,387 18.3 14,248 30.6 △ 8,861 △ 62.2

歳 入 合 計 29,491 100.0 46,493 100.0 △ 17,002 △ 36.6

　　第　２　表

 区 　　       分 決算額(Ａ) 構成比 決算額(Ｂ) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 増減率

　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％ 　　  千円 　　 　％

人 件 費 10,369 35.1 29,899 74.3 △ 19,530 △ 65.3

物 件 費 10,399 35.3 9,332 23.2 1,067 11.4

扶 助 費 30 0.1 180 0.5 △ 150 △ 83.3

補 助 費 等 440 1.5 811 2.0 △ 371 △ 45.7

普 通 建 設 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

積 立 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

繰 出 金 8,253 28.0 0 0.0 8,253 0.0

歳 出 合 計 29,491 100.0 40,222 100.0 △ 10,731 △ 26.7

　　地域医療支援センター特別会計決算収支の状況

増      　  減

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度 増      　  減

平 成 ３０ 年 度 平 成 ２９ 年 度
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２．各部門別施策 
部門ごとの施策については、次のとおりです。  

 

一、総 務 関 係 

（１）財政運営にあたっては町村の逼迫した財政事情を勘案し、効率的な予算

執行に努めました。 

（２）組合議会の開催 

定例会２回（８月２０日、２月１９日） 

臨時会３回（５月３０日、１月１６日、３月２５日） 

全員協議会２回（８月２０日、１１月５日） 

  （３）管理者会の開催 

    管理者会６回（５月１０日、８月６日、１１月５日、１月１６日、 

２月６日、３月２５日） 

（４）決算審査、定期監査及び例月検査の実施 

（５）広報「南会津広域圏」第５２号を発行 

（６）ホームページによる情報提供 

 

 

 

二、企画振興関係 

（１）ふるさと市町村圏広域活動事業関係 

南会津地方ふるさと市町村圏広域活動事業として、ふるさと市町村圏基金

１０億円の果実により、次の事業を実施しました。事業内容は、次表執行状

況のとおりです。 

 

① 広域観光事業 

ア）広域案内地図作成配布事業 

会津高原の観光ＰＲを図るため、４町村の案内地図（交通機関情報及び鉄

道のダイヤ等を掲載）を作成するとともに、会津高原地域及び県内外の観光

案内所・沿線各駅、主要観光客立ち寄り施設に配布し、この地域を訪れた観

光客に対する情報の提供と会津高原地域への誘客を促進しました。 

▽作 成 物 会津高原地域の案内地図（ようこそ会津高原） 

▽発行部数 ２０万部（年１回発行 通年版２０万部） 

 

② 広域産業振興事業 

ア）地域紹介事業（町村紹介コーナー） 

 会津田島駅構内の町村紹介コーナーにおいて、南会津地方各町村の紹介を

行いました。 
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〇 広域活動計画執行状況 

事業の種類 事 業 名 事業実施の内容 総事業費 備 考 

広 域 観 光 

事   業 

〇会津高原観光案

内地図作成事業 

ようこそ会津高原作成配布 

・年 1 回発行 20 万部 

4,000 千円 

 

 

広 域 産 業 

振 興 事 業 

 

〇地域紹介事業 

 

 

会津田島ふれあいステーション

プラザ内に設置の町村紹介コー

ナーの運営（賃借料） 

210 千円 

 

 

 

合          計 4,210 千円  

 

 

 

三、民生関係 

 

（１）老人ホーム入所判定委員会に関する事務 

   介護保険法の施行に伴い特別養護老人ホームの入所判定は、主に介護保険制

度下において実施され、現在、養護老人ホーム等に係る措置入所の判定を実施

しています。 

 

① 判定委員（７名）  

 ○医  師 

 ○南会津保健福祉事務所福祉担当課長 

 ○構成町村の福祉担当課長 

○特別養護老人ホーム施設長代表者 

 

② 老人ホーム入所判定委員会の結果について 

区分 実 施 月 日 依頼件数 

判  定  結  果 

養護老人 

ホーム対象 

入  所 

対象外 
保 留 

 － －    

合   計 －    

※平成３０年度の実施はありません。 
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（２）介護認定審査会に関する事務 

   介護保険制度に基づく要介護認定のため、介護認定審査会を設置し郡内町村

から提出された要介護認定申請者の基本調査に基づく一次判定結果・調査時の

記述事項・主治医による意見書の内容をもとに、識見を有する介護認定審査委

員により要介護度の審査・判定を行っています。平成３０年度は９７回の介護

認定審査会を開催しました。 

   ○介護認定審査会委員 計２７名（うち医師１５名、医師以外の者１２名） 

   ○介護認定審査会合議体は、３合議体で実施しています。  

 

① 合議体の設置内容 

分 野 職  種（資格） 
第１合議体 第２合議体 第３合議体 

定数 無任所 定数 無任所 定数 無任所 

医 療 医 師 ３名 ２名 ３名 ２名 ３名 ２名 

保 健 保健師又は看護師等 ２名  ２名  ２名  

福 祉 
社会福祉施設長資格 

介護福祉士等 
２名  ２名  ２名  

合    計 ７名 ２名 ７名 ２名 ７名 ２名 

※合議体の医師３名については、ローテーションにより１審査会に１名が出席。

また、無任所の医師委員は３ケ月ごとに２名ずつの入替制。  

 

② 審査判定の結果 

審査

判定 

依頼

件数 

非 

該 

当 

要 

支 

援 

１ 

要 

支 

援 

２ 

要 

介 

護 

１ 

要 

介 

護 

２ 

要 

介 

護 

３ 

要 

介 

護 

４ 

要 

介 

護 

５ 

再 

調 

査 

審査

会開

催数 

件 

1,980 

件 

 17 

件 

206 

件 

309 

件 

312 

件 

359 

件 

283 

件 

272 

件 

218 

件 

4 

回 

97 
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四、衛生関係  

 

   ○ 救急医療対策在宅当番医制運営事業 

初期救急医療体制の確立を図るため、救急医療対策在宅当番医制運営事業       

を郡医師会へ委託しました。 

（１）委託金額    １，０６６，０００円 

（２）委託期間    平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの   

毎日曜日（午前中） 

（３）日曜当番医院  １１医院による当番制により実施 

① 高橋医院（南会津町田島） 

② (医)みぎわ会 長谷川医院（南会津町田島） 

③ 馬場医院（南会津町田島） 

④ (医)きむらクリニック（南会津町田島） 

⑤ 耳鼻咽喉科あべクリニック（南会津町永田） 

⑥ (医)社団仁嘉会 舘岩愛輝診療所（南会津町湯ノ花） 

⑦ (医)社団まごころ 伊南小野木クリニック（南会津町古町） 

⑧ (医)南嶺会 なかやクリニック（南会津町片貝） 

⑨ (医)正生会 佐藤医院（下郷町） 

⑩ (医)社団 芳賀医院（下郷町） 

⑪ 只見町国民健康保険朝日診療所（只見町） 

 

 〇 実績 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 合計 

 

５ 

 

 ４ 

 

４ 

 

５ 

 

４ 

 

５ 

 

４ 

 

４ 

 

５ 

 

４ 

 

４ 

 

５ 

回 

５３ 
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五、消防関係 

 

（１）火災・救急・救助出場について 

平成３０年度の各出動件数は、火災出動１１件、救急出動１，６８８件、救助出動  

５１件、その他出動（ヘリ支援･危険排除等）１１０件でした。 

各出動の増減については、昨年度より救急出動１１０件の増、火災出動１件の増、

火災による損害額は６,５０７千円で、７２,３７８千円の減となっています。 

 

（２）職員研修について 

平成３０年度は、福島県消防学校における初任教育及び専科教育、消防大学校の危

機管理・国民保護コース等に職員延べ４０名を派遣しました。 

また、平成７年度から継続して救急救命東京研修所（救急救命士養成研修）に職員

１名を派遣し、救急救命士を養成するとともに、救急救命九州研修所における指導救

命士養成研修に１名を派遣して、救急救命士の資質向上に係る指導者の養成に努めま

した。 

現在２９名の救急救命士が救急活動に従事しています。 

 

（３）職員の派遣について 

平成２９年４月から平成３０年度末までの２年間、福島県消防学校教官として職員

１名を派遣しました。 

 

（４）防災ヘリ及びドクターヘリとの連携活動について 

山岳地帯における遭難及び急病事案をはじめとした、春の山菜・秋のキノコ採り等

に係わる捜索事案において、防災ヘリを活用した連携活動を積極的に行っております。

平成３０年度の管内への消防防災ヘリコプターの出動件数は２２件でした。内訳は、

山岳遭難事故（捜索を含む）２１件、火災１件でした。 

また、ドクターヘリについては、機動力を有効活用するため、福島ドクターヘリを

主に、新潟ドクターヘリ、長岡ドクターヘリ等との連携も図りながら、交通事故や急

病等の各種救急事案に要請を行っています。 

平成３０年度は、管内で１７回出動要請し、活動事案は１２件でした。 

 

（５）山岳救助隊の活動について 

発足から５年目を迎えた南会津消防本部山岳救助隊は、山岳での救助事案及び行方

不明者の捜索活動等あらゆる事案で活動しています。 

平成３０年度は、山岳救助２８件、捜索事案７件に出動しました。 

また、警察・消防団等と連携強化を図るため、勉強会や合同訓練を毎年継続して実

施しており、現場活動における連携に努めています。 

 

（６）新消防庁舎の建設事業について 

令和２年１２月の竣工を目指して、平成３０年度は第１期工事として庁舎棟建設工

事に着手しました。令和元年１０月には第１期工事の庁舎棟が完成予定であり、庁舎

機能移転後１１月から新庁舎の開所を予定しています。 

庁舎機能移転後、現庁舎を解体し、第２期工事として主訓練棟、副訓練棟、車庫棟

などの建設を行います。 
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〇 平成３０年度新消防庁舎建設事業状況 

完了年月日 事業名 事業内容 事業費 

平成 30 年 6 月 6 日 敷地測量委託業務 建設用地の合筆登記のた

めの敷地測量 

1,582 千円 

平成 30 年 6 月 21 日 現消防庁舎アスベスト

調査業務委託 

現庁舎のアスベスト含有

建材使用有無の調査 

189 千円 

平成 30 年 7 月 27 日 訓練棟解体撤去工事 庁舎棟建設に伴う、建設

用地内訓練棟の解体撤去 

1,199 千円 

平成 30 年 8 月 28 日 現庁舎アスベスト調査

・分析委託業務 

現庁舎アスベスト含有建

材の分析調査 

1,061 千円 

平成 30 年 10 月 2 日 消防本部埋設物廃棄焼

却炉汚染物サンプリン

グ調査業務委託 

建設用地の地中から焼却

炉が出土したためダイオ

キシン等の汚染物含有調

査 

486 千円 

平成 30 年 10 月 4 日 土壌分析業務委託 建設用地土壌に焼却灰混

入の可能性があるため敷

地全体の土壌調査 

849 千円 

平成 30 年 11 月 22 日 用水路付け替え工事 建設敷地内にあった用水

路を敷地外に付け替え移

設 

27,391 千円 

平成 30 年 12 月 19 日 ＣＬＴ及び木質パネル

購入 

地元産木材を利用した庁

舎棟建設材の購入 

81,272 千円 
(うち40,000 千

円補助) 

  

〇 継続事業 

契約期間 事業名 事業内容 事業費 

平成 30年 5 月 30 日～ 

令和 2 年 12 月 28 日 

建築主体工事 

  

庁舎棟、主・副訓練棟、車

庫棟の建設主体工事 

1,045,688 千円 

（平成 30 年度支払額） 329,040 千円  

平成 30年 5 月 30 日～ 

令和 2 年 12 月 28 日 

電気設備工事 

  

庁舎棟、主・副訓練棟、車

庫棟の電気設備工事 

221,555 千円 

（平成 30 年度支払額） 71,460 千円  

平成 30年 5 月 30 日～ 

令和 2 年 12 月 28 日 

機械設備工事 

  

庁舎棟、主・副訓練棟、車

庫棟の機械設備工事 

185,760 千円 

（平成 30 年度支払額） 58,210 千円  

平成 30年 5 月 31 日～ 

令和 3 年 1 月 12 日 

工事監理委託業務 

  

新消防庁舎建設事業全般の

工事監理 

41,364 千円 

（平成 30 年度支払額） 10,800 千円  

平成 30 年 7 月 3 日～ 

令和元年 12月 28日 

消防指令システム・消

防救急デジタル無線移

設工事施工監理業務委

託 

消防指令システム・消防救

急デジタル無線移設工事に

かかる施工監理 

3,132 千円 

（平成 30 年度支払額） 1,566 千円  

平成 30 年 7 月 3 日～ 

令和元年 11月 30日 

消防指令システム・消

防救急デジタル無線移

設工事 

現庁舎から新庁舎へ消防指

令システム・消防救急デジ

タル無線移設工事 

86,368 千円 

（平成 30 年度支払額） 48,152 千円  
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（７）水槽付消防ポンプ自動車の更新について 

只見出張所配備のポンプ自動車が配置から２２年（平成８年配置）が経過し、ポン

プ装置等の故障が頻発していることから、火災初期段階における迅速な対応を図るた

め、水槽（１,８００ℓ）付消防ポンプ自動車とし車両を更新しました。 

 

〇 消防施設整備状況 

取得年月日 事業名 事業内容 事業費 配置場所 

平成 30 年 5 月 15 日 自動心臓マッ

サージ器の更

新 

下郷出張所救急車に

積載する自動心臓マ

ッサージ器が修繕不

能となったため更新 

 2,538 千円 下 郷 

平成 30 年 7 月 30 日 自動体外式除

細動器の更新 

更新計画に基づき本

署へ配置 

432 千円 本 署 

平成 30 年 11 月 27 日 水槽付消防ポ

ンプ自動車の

更新 

只見出張所ポンプ自

動車を水槽（1800ℓ）

付ポンプ自動車に更

新 

47,339 千円 只 見 

平成 31 年 1 月 30 日 空気呼吸器用

移動式高圧充

填機一式更新 

38 年間使用した空気

充填機の経年劣化の

ため更新 

4,201 千円 本 署 

 

 

 

◎ 消防事業実施内容等 

 

（１）署所、管轄区域 

署 所 名               管 轄 区 域              

消 防 本 部 ・ 消 防 署                 南 会 津 町 田 島 地 域              

消 防 署  伊  南 出 張 所 南会津町伊南地域・南郷地域 

消 防 署  只 見 出 張 所 只 見 町              

消 防 署  下 郷 出 張 所 下 郷 町              

消 防 署  舘 岩 分 遣 所 南 会 津 町 舘 岩 地 域              

消 防 署  檜 枝 岐 分 遣 所          檜 枝 岐 村              

 

（２）消防吏員異動状況 

      採 用 者      平成３０年度新規採用者・・・１０名（定数９０名、実数８９名） 

      退 職 者   平成３１年３月３１日・・・・ ２名（定年１名、勧奨１名） 

   採 用 者   平成３１年度新規採用者・・・ ２名（定数９０名、実数９０名） 
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（３）消防学校等に教育のため派遣 

  ① 消防大学校 

       ○ 危機管理・国民保護コース平成 30年 5月 30日～6月 6日（８日間）・・・・・１名 

 

  ②  県消防学校 
 

教 育 訓 練 の 種 類            期     間 日 数  人 員 

初  任  教  育（第80期） 平成30年 4月11日 ～ 9月28日 171日間 8名 

専
科
教
育 

救助科         （第20期） 

予防査察科    （第 6期） 

救急科      （第27期） 

 火災調査科    （第27期） 

平成30年10月 9日 

 平成30年12月10日 

平成31年 1月 9日 

平成31年 2月 5日 

～ 

～ 

～ 

～ 

 11月 9日 

12月21日 

 3月 8日 

 2月21日 

  32日間 

12日間 

59日間 

17日間 

1名 

 1名 

7名 

1名 

 
 機関科      （第 2期） 

ポンプ操法指導科 （第 6期）

指揮隊長科    （第 7期） 

平成30年 4月23日 

平成30年 5月 9日 

平成30年12月 3日 

～ 

～ 

～ 

 4月27日 

 5月17日 

12月 7日 

5日間 

9日間 

5日間 

2名 

2名 

1名 

特 
 

別 
 

教 
 

育 

 救命士処置拡大講習  

       静脈路確保 （第 5期） 

       ビデオ喉頭鏡（第 5期） 

静脈路確保 （第 6期） 

ビデオ喉頭鏡（第 6期） 

静脈路確保 （第 7期） 

ビデオ喉頭鏡（第 7期） 

静脈路確保 （第 8期） 

ビデオ喉頭鏡（第 8期） 

 

平成30年 7月 2日 

平成30年 7月 9日 

平成30年 7月23日 

平成30年 7月30日 

平成30年10月15日 

平成30年10月22日 

平成30年10月29日 

平成30年11月 5日 

 

～ 

 

～ 

 

～ 

 

～ 

 

 

7月 6日 

 

7月27日 

 

10月19日 

 

11月 2日 

 

 

5日間 

1日間 

5日間 

1日間 

5日間 

1日間 

5日間 

1日間 

 

1名 

1名 

1名 

1名 

1名 

1名 

1名 

1名 

救急救命士養成補助教育科 

（第17期） 平成30年11月26日 ～ 11月30日 5日間 1名 

中級幹部科        （第29期） 平成30年 8月 7日 ～  8月15日 9日間   1名 

 放射線基礎研修    （第15期） 

放射線基礎研修    （第16期） 

 放射線基礎研修    （第17期） 

平成30年 7月18日 

平成30年 7月19日 

平成30年 7月20日 

  

 1日間 

1日間 

1日間 

  2名 

 2名 

  2名 

 
   ③  救急救命東京研修所  
     ○ 救急救命士養成教育・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１名 

          （後期 第 55期）     平成 30年 8月 30日～平成 31年 3月 11日 （194日間） 

 

  ④ 救急救命九州研修所 

    ◯ 指導救命士養成研修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１名 

    （平成 30年度第 2期）   平成 30年 5月 14日～平成 30年 6月 22日（40日間）        
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（４）教育訓練実施状況 

 （ア）郡内消防団員教育 

○ 婦人消防隊教養訓練 平成 30年 ７月 29日・・・・・・・・２５名 

○ 消防団員初任者教育訓練 平成 30年 11月 25日・・・・・・・・２９名 

 

 （イ）講習会の実施 

○ 甲種防火管理者資格取得講習会 平成 30年 6月 6日～7日・・・・・・ ３３名 

○ 少年消防クラブリーダー研修会（第３４回）  

 平成 30年 7月 31日(管内)・・・・・・３７名 

○ 危険物施設社員教育講座 平成 30年 8月 29日・・・・・・・・・１８名 

○ 危険物取扱者受験準備講習会 平成 30年 5月 25日・・・・・・・・・ ７名 

 平成 30年 9月 21日・・・・・・・・・ ６名 

 

 （ウ）救急講習会                        ７５回実施 ・・・・・・１,７３０名受講 

             内、上級救命講習会  ２回実施 ・・・・・・   ３２名 

普通救命講習会 ４０回実施 ・・・・・・   ８４３名 

上級救命講習修了証取得者累計 ・・・・・・  １０９名取得 

普通救命講習修了証取得者累計 ・・・・・１０,２４５名取得 

 

（５）署所人員配置 

（平成３１年４月１日現在） 

署 所 

階 級 
本 署 

伊 南 

出 張 所 

只 見 

出 張 所 

下 郷 

出 張 所 

舘 岩 

分 遣 所 

檜 枝 岐 

分 遣 所 
合 計 

消 防 司 令 長 1      1 

消 防 司 令 10 1 1 1   13 

消 防 司 令 補  10 3 3 3 2 1 22 

消 防 士 長 9 7 4 3 2 2 27 

消 防 副 士 長  1   2   3 

消 防 士     8 4 3 2 4 3 24 

合    計 39 15 11 11 8 6 90 
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(ア)　署所消防車等配置表

署・所　

　種　別

指 令 車 1

広 報 車 3

ポ ン プ 自 動 車 2 (1) 1 (1) 1 (1) 1 (1) 5 (4)

救 助 工 作 車 1

救 急 自 動 車 2 《1》 1 《1》 1 《1》 1 《1》 7 《4》

資 器 材 搬 送 車 1

指 揮 支 援 車 1

輸 送 車 1

業 務 連 絡 車 1

査 察 指 導 車 1

合 計 11 (1)《1》 3 (1)《1》 3 (1)《1》 3 (1)《1》 22 (4) 《4》

可 搬 式 散 水 装 置

※（　）内は、水槽付きポンプ自動車の内数を示す。

※《　》内は、高規格救急自動車の内数を示す。

（イ）　無線関係

機　種　等 

 署　・　所

本 署 2 45

伊 南 出 張 所 1

只 見 出 張 所 1

下 郷 出 張 所 1

舘 岩 分 遣 所 1

檜 枝 岐 分 遣 所 1

消 防 本 部

羽 塩 基 地 局

沢 田 基 地 局

高 杖 基 地 局

南 郷 基 地 局

只 見 基 地 局

檜 枝 岐 基 地 局

合　　計 7 988 18 18 5 42

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1 2 5

1 1 2 5

3 2 6 12

3 2 6 12

3 2 6 12

署活系

1 7 10 5 20

52

               （平成３１年３月３１日現在）

卓上固定型 車載型 携帯型移動局
合    計

移動局 移動局 デジタル 防災相互波

1 1

20 8 11 6 4 3

1

1

1

1

1 1

1

1

1 1 1

1

可搬型

移動局

　（平成３１年３月３１日現在）

本 　署
伊    南
出 張 所

只 　 見
出 張 所

下    郷
出 張 所

舘    岩
分 遣 所

檜枝岐
分遣所

合    計

-15-



(
平
成
３
０
年
４
月
～
平
成
３
１
年
３
月
） 件

8

合
計

火
災

件
数

1
1

1
3

2

原
  
  
  
  
  

  
 因

漏
電

電
気

機
器

放
火

放
火

疑
い

た
ば

こ
た

き
火

こ
ん

ろ
そ

の
他

不
明

調
査

中1
3
1

千
円

6
,
5
0
7

2
1
7 (
平
成
３
０
年
４
月
～
平
成
３
１
年
３
月
）

（
７

）
　

火
災

原
因
別
件
数

1,
29
7

1

件

8

損
害

額
4,

86
2

0

2
1

区
　

　
分

火
災

件
数

3
1

11
月

1
2
月

1
月

2
月

3
月

合
　
　
計

（
６

）
　

火
災

発
生
件
数
及
び
損
害
額

月
　

　
別

4月
5月

6月
7月

8月
9月

10
月
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（
８

）
　

署
所

別
火
災
発
生
件
数
及
び
損
害
額

月
　
別

区
　
分

1
1

1
1

4

2,
79
9

0
1,
29
7

2
1
7

4
,
3
1
3

1
1

1
3

22
3

0
1
3
1

3
5
4

1
1

1,
84
0

1
,
8
4
0

3
1

2
1

1
8

4,
86
2

0
1,
29
7

2
1
7

1
3
1

6
,
5
0
7

檜
枝

岐
分

遣
所

　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

合
　

　
計

　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

下
郷

出
張

所
　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

舘
岩

分
遣

所
　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

伊
南

出
張

所
　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

只
見

出
張

所
　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

1
2
月

1
月

2
月

3
月

合
　
計

本
　

　
　

署
　
火
　
災
　
件
　
数

　
損
害
額
(千

円
）

（
平
成
３
０
年
４
月
～
平
成
３
１
年
３
月
）

署
　

所
　

別
4月

5月
6月

7月
8月

9月
10
月

1
1
月
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（９）　危険物関係申請件数及び手数料

件数 手数料(円）

設 置 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

変 更 許 可 申 請 手 数 料 7 196,000

完 成 検 査 申 請 手 数 料 6 85,000

設 置 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

変 更 許 可 申 請 手 数 料 1 26,000

完 成 検 査 申 請 手 数 料 1 13,000

設 置 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

変 更 許 可 申 請 手 数 料 2 26,000

完 成 検 査 申 請 手 数 料 1 6,500

設 置 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

変 更 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

設 置 許 可 申 請 手 数 料 4 104,000

完 成 検 査 申 請 手 数 料 4 52,000

変 更 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

設 置 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

変 更 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

設 置 許 可 申 請 手 数 料 2 26,000

完 成 検 査 申 請 手 数 料 2 13,000

変 更 許 可 申 請 手 数 料

完 成 検 査 申 請 手 数 料

仮 貯 蔵 承 認 申 請 手 数 料 9 48,600

仮 使 用 承 認 申 請 手 数 料 6 32,400

仮 取 扱 承 認 申 請 手 数 料

タ ン ク 水 圧 検 査 申 請 手 数 料 2 22,000

47 650,500

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

屋 外 貯 蔵 所

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計

(平成３０年４月～平成３１年３月）

種　　　　　　　　別

給 油 取 扱 所

一 般 取 扱 所

地 下 タ ン ク 貯 蔵 庫

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所
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（１０）　建築同意事務状況（消防法第7条による同意件数）

移増 増用 模大

途 規

改 改 様模

変 修

転築 築更 替繕

（１１）　特殊建築物及び一般住宅等火災予防立ち入り検査実施状況

築

増 改 増

合
改

計
築 築 築

申 請 件 数 30 5

種 別

新

4 39
処 内 同　意 30 5 4 39
理 容 不同意

4月 7 7

月
別
同
意
件
数

5月 5 5
6月 3 3 6
7月 2 2 4
8月 1 1 1 3
9月 1 1
10月 4 4
11月 3 3
12月
1月 1 1
2月 2 2 4
3月 1 1

対 象 物 区 分 対象物数 立入検査数 延検査人員 延時間(h)

観 覧 場 ・ 集 会 場 31 24 48 20

遊 技 場 ・ 飲 食 店 ・ 店 舗 等 88 60 120 50

旅 館 ・ 寄 宿 舎 等 324 207 414 173

病院・福祉施設・保育所・幼稚園等 62 43 86 36

学 校 ・ 図 書 館 ・ 美 術 館 等 42 30 60 25

公 衆 浴 場 7 6 12 5

工 場 ・ 車 庫 ・ 倉 庫 等 313 77 154 64

そ の 他 事 業 所 200 55 110 46

50 100 42

文 化 財 ・ 神 社 等 40 27 54 23

※　一般家庭とは、高齢者宅訪問数

一 般 家 庭 123 246 103

危 険 物 施 設 268 224 448

（平成３０年４月～平成３１年３月）

（平成３０年４月～平成３１年３月）

合 計 1,472 926 1,852 774

187

複 合 用 途 建 築 物 97
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（１２）　火災出動状況

（ア）　消防業務開始以来の火災出動状況
（昭和49年度以降）

区分

全 焼 半 焼 部分焼 ぼ や 全 焼 半 焼 部分焼 ぼ や

423 149 43 135 750 128 44 121 24 100 29 78 8

5 5 3 8 21 2 3 1 2

13 7 3 2 25 7 2 1 3 2

8 4 1 2 15 2 2 2 1 2 1

13 1 3 3 20 5 3 2 1 1 1

10 1 3 5 19 5 2 1 2 1

4 3 3 10 3 1

10 1 2 3 16 2 1 3 3 1

7 1 2 3 13 2 2 1 1 1

7 1 2 10 7

5 2 1 3 11 1 1 1 3 1 2

505 174 62 169 910 164 50 135 31 115 31 88 12合　　計

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成30年度

平成29年度

年度別
昭和49年度

～
平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

火 災 種 別 り 災 数

一

般

建

物

林

野

車

両

そ

の

他

合

計

住 家 非 住 家
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　　（イ） 町村別、年度別、火災出動状況

　　(ウ) 署所・町村別、月別火災出動状況

1 1 11合　　　　　　　　　　計 2 3 1 3

舘 岩 地 域

檜 枝 岐 分 遣 所 檜 枝 岐 村

2

舘 岩 分 遣 所
南 会 津 町

1 4

下 郷 出 張 所 下 郷 町 1 1

2

伊 南 地 域

只 見 出 張 所 只 見 町 1

南 郷 地 域

南 会 津 町

田 島 地 域

伊 南 出 張 所

南 会 津 町

1 5

計

本 署
南 会 津 町

1 1 1 1

月 月 月 月 月 月　署所別 　町村別 月 月 月 月 月 月

2 3 合8 9 10 11 12 1月別　 4 5 6 7

1 910

（平成３０年４月～平成３１年３月）

合計 367 58 54 71 550

9 1

200 141 18

2 4

10

1 5 13

平成２９年度 5 1 3

平成２８年度 5 1 1 7

9 5 1 1 16

1 2 10

平成２７年度 4 3 2

平成２６年度 3 1 2 1 7

11 3 5 19

7 4 20

平成２５年度 7 2 2

平成２４年度 5 2 2 9

8 6 1 15

3 7 1 25

平成２３年度 6 1 1

平成２２年度 10 1 2 1 14

9 7 4 1

750

平成２１年度 6 1 2 21

47 44 165 107 16

管外 合計

～

平成２０年度

舘岩地域伊南地域南郷地域

昭和４９年度

311

年度別 田島地域

60 462

　　 （昭和４９年度以降）

町村別 南会津町
下郷町 只見町 檜枝岐村

小計

11平成３０年度 5 5
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　　（エ）火災覚知別出動状況

件 数 11

    （オ）消防業務開始以来の時間別火災出動状況

時間 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 合

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 　

 年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 計

昭和４９年度

～

平成 20 年度

平成 21年度 1 1 3 2 2 2 2 5 1 1 1 21

平成 22年度 2 1 1 6 6 1 2 1 1 2 2 25

平成 23年度 1 1 1 1 4 1 1 1 1 1 1 1 15

平成 24年度 1 1 2 1 3 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 20

平成 25年度 1 1 1 2 2 3 4 2 1 1 1 19

平成 26年度 1 1 2 1 2 1 2 10

平成 27年度 1 1 1 2 1 2 4 1 1 1 1 16

平成 28年度 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 13

平成 29年度 1 1 3 1 2 1 1 10

平成 30年度 1 1 2 2 1 2 1 1 11

 合　　　計 17 11 18 13 15 11 17 16 21 38 70 61 77 80 81 66 67 48 43 29 33 25 28 25 910

28 23 22 24 75066 56 56 41 36 2515 27 56 53 60 65

  （昭和４９年度以降）

14 8 16 11 11 9 15 13

FAX

３ ５ １ １ １

（平成３０年４月～平成３１年３月）

覚知種別 １ １ ９ 携帯１１９ 一 般 加 入 駆 け 込 み 自 己 覚 知

メール

119 合 計
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   （カ） 月別・消防隊の出動状況

月別

区分

回 数 2 3 1 3 1 1 11

台 数 8 19 3 21 2 6 59

延人員 28 62 8 62 6 19 185

回 数 114 147 131 155 172 119 157 131 135 164 129 134 1,688

台 数 114 147 131 155 172 119 157 131 135 164 129 134 1,688

延人員 344 439 390 465 512 351 503 413 418 496 380 408 5,119

回 数 1 7 8 12 11 3 5 1 3 51

台 数 1 23 24 32 23 7 19 4 5 138

延人員 4 71 72 90 63 16 45 13 15 389

回 数 1 1

台 数 1 1

延人員 4 4

演 習 回 数 85 19 11 15 21 29 43 36 39 10 9 36 353

及び 台 数 78 16 13 13 10 14 43 32 23 11 7 36 296

訓 練 延人員 282 57 37 58 57 94 175 124 139 41 24 148 1,236

広 報 回 数 95 44 51 36 13 18 35 81 39 93 65 114 684

及び 台 数 117 51 59 44 16 27 51 84 41 96 67 120 773

指 導 延人員 304 122 176 116 44 80 147 266 122 285 189 339 2,190

回 数 4 5 1 10 8 6 4 2 2 1 2 45

台 数 5 6 1 11 9 6 4 2 2 1 2 49

延人員 14 18 2 31 26 15 13 6 5 3 7 140

回 数 1 3 2 6

台 数 1 6 2 9

延人員 2 21 4 27

回 数 2 2

台 数 2 2

延人員 7 7

回 数 1 2 2 1 1 1 1 9

台 数 3 5 3 3 2 1 5 22

延人員 10 11 9 7 7 3 15 62

回 数 19 40 90 57 110 84 95 49 36 27 5 4 616

台 数 18 39 87 49 89 90 63 49 38 24 5 4 555

延人員 44 113 248 143 264 242 259 142 94 70 10 10 1,639

回 数 1 1

台 数 3 3

延人員 10 10

回 数 6 13 9 12 13 4 11 9 11 6 7 9 110

台 数 7 13 12 13 13 5 13 10 13 8 14 12 133

延人員 19 38 29 37 32 15 38 29 38 17 32 35 359

回 数 328 281 302 302 351 266 351 309 263 305 216 303 3,577

台 数 352 320 330 327 353 272 353 310 256 311 223 321 3,728

延人員 1,051 941 962 968 1,060 826 1,187 987 829 933 638 985 11,367

（平成３０年４月～平成３１年３月）

３月 計４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １月 ２月１１月 １２月

そ の 他

火災出動

救急出動

予防査察

誤 報 等

合 計

救助出動

風水害等
の 災 害

警防調査

火災調査

特別警戒

捜 索
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（１３）　救急業務開始以来の出動

　 （ア）　年度別、出動件数及び搬送人員

年

度 項目

別

38,513 45 15 79 4,660 700 340 5,377 189 287 20,365 6,456

37,421 42 12 44 5,563 641 331 5,120 184 200 19,148 6,136

1,494 2 1 124 13 2 237 2 19 861 233

1,412 2 1 145 13 2 213 13 801 222

1,557 4 4 5 118 14 9 218 2 12 902 269

1,489 4 2 4 147 13 9 203 2 8 840 257

1,646 2 1 6 86 13 10 252 7 19 994 256

1,536 2 2 3 98 13 10 241 8 13 906 240

1,723 1 107 7 14 289 4 12 979 310

1,642 137 7 12 261 3 6 909 307

1,621 2 1 99 11 7 244 1 9 949 298

1,555 1 115 11 6 237 2 4 895 284

1,608 1 4 107 11 6 272 2 13 901 291

1,528 2 123 10 7 263 2 5 839 277

1,490 2 1 82 14 9 233 3 11 899 236

1,428 2 1 91 13 9 223 3 8 848 230

1,571 5 3 108 13 6 254 2 9 899 272

1,520 14 2 118 12 6 247 2 6 854 259

1,578 4 1 111 14 11 257 12 903 265

1,474 3 116 11 10 240 5 840 249

1,688 2 1 150 9 8 259 5 8 953 293

1,589 2 1 161 9 7 247 5 7 879 271

54,489 67 23 102 5,752 819 422 7,892 217 411 29,605 9,179

52,594 71 16 59 6,814 753 409 7,495 211 275 27,759 8,732

（昭和49年度以降）

事故種別
合

計

火

災

自

然

災

害

水

難

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

急

病

そ

の

他

不

搬

送
49
～
20

出動件数
2,268

搬送人員

交

通

労

働

災

害

運

動

競

技

21
出動件数

119
搬送人員

22
出動件数

104
搬送人員

23
出動件数

125
搬送人員

24
出動件数

121
搬送人員

25
出動件数

98
搬送人員

26
出動件数

119
搬送人員

搬送人員
141

27
出動件数

93
搬送人員

28
出動件数

90
搬送人員

合
計

出動件数
3,405

搬送人員

29
出動件数

127
搬送人員

30
出動件数
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    （イ）　年度別、町村別救急出動件数

町村別

年度別

田
島
地
域

舘
岩
地
域

伊
南
地
域

南
郷
地
域

小
計

13,852 3,261 2,719 3,030 22,862 8,271 5,753 1,586 41 38,513

570 128 96 145 939 317 167 71 1,494

576 143 84 127 930 358 208 60 1 1,557

604 187 96 113 1,000 352 231 61 2 1,646

611 186 81 145 1,023 388 256 54 2 1,723

578 161 87 123 949 347 264 58 3 1,621

589 118 91 156 954 324 269 58 3 1,608

544 147 73 114 878 313 225 73 1 1,490

558 175 78 131 942 361 214 53 1 1,571

500 163 88 138 889 365 245 74 5 1,578

596 150 78 123 947 378 285 72 6 1,688

19,578 4,819 3,571 4,345 32,313 11,774 8,117 2,220 65 54,489

(昭和49年度以降）

南　会　津　町 下

郷

町

只

見

町

檜

枝

岐

村

管

外

合

計

昭和４９年度～
平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

合 計

平成３０年度
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　（ウ）　救急出動状況
１）　署所別、出動件数及び搬送人員

出動件数 624 1 54 5 1 81 2 4 347 124 5

不 搬 送 39 7 2 1 23 1 5

搬送人員 603 1 64 5 1 80 2 3 324 123

出動件数 231 19 3 1 53 3 128 24

不 搬 送 22 8 4 9 1

搬送人員 214 16 3 1 49 3 119 23

出動件数 271 26 1 33 3 128 67 13

不 搬 送 26 3 1 9 13

搬送人員 249 27 1 32 3 119 67

出動件数 357 1 31 1 3 45 227 47 2

不 搬 送 18 3 13 2

搬送人員 349 1 38 1 3 45 214 47

出動件数 152 1 15 2 34 1 91 8

不 搬 送 11 4 1 1 5

搬送人員 146 1 15 1 34 1 86 8

出動件数 53 5 13 32 3

不 搬 送 25 4 6 15

搬送人員 28 1 7 17 3

出動件数 1,688 2 1 150 9 8 259 5 8 953 273 18 2

不 搬 送 141 29 1 14 1 74 2 18 2

搬送人員 1,589 2 1 161 9 7 247 5 7 879 271

（平成３０年４月～平成３１年３月）

区分
事 故 種 別

そ の 他

署所名

合

計

火

災

自

然

災

害

水

難

交

通

医

師

搬

送

資

器

材

輸

送

そ

の

他

本  署

伊　南
出張所

労

働

災

害

運

動

競

技

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

只　見
出張所

下　郷
出張所

舘　岩
分遣所

檜枝岐
分遣所

合　計

転

院

搬

送

急

病
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　2）　月別救急出動件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

1 1 2

1 1

5 14 16 21 23 12 24 9 12 5 4 5 150

1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

2 1 1 1 2 1 8

16 22 17 39 33 14 22 16 16 31 15 18 259

1 1 1 1 1 5

1 1 1 3 1 1 8

74 81 76 67 91 68 81 75 82 95 76 87 953

転 院 搬 送 17 24 20 23 21 21 24 30 19 26 29 19 273

医 師 搬 送 2 1 1 3 1 4 2 1 3 18

資 器 材 輸 送

そ の 他 1 1 2

114 147 131 155 172 119 157 131 135 164 129 134 1,688

　3）　町村別、事故種別救急出動件数

火

災

自

然

災

害

水

難

交

通

労

働

災

害

運

動

競

技

一

般

負

傷

加

害

自

損

行

為

急

病

そ

の

他

合

計

2 43 4 1 79 2 3 333 129 596

12 2 36 1 93 6 150

1 6 1 16 3 46 5 78

13 2 1 27 70 10 123

2 1 74 7 4 158 5 4 542 150 947

41 2 3 45 1 240 46 378

24 1 35 3 130 92 285

6 21 40 5 72

5 1 6

2 1 150 9 8 259 5 8 953 293 1,688

下 郷 町

只 見 町

檜 枝 岐 村

管 外

合 計

そ
の
他

合 計

(平成３０年４月～平成３１年３月）

南
会
津
町

田 島 地 域

舘 岩 地 域

伊 南 地 域

南 郷 地 域

小　　　計

労 働 災 害

運 動 競 技

一 般 負 傷

加 害

自 損 行 為

急 病

（平成３０年４月～平成３１年３月）

火 災

自 然 災 害

水 難

交 通

事故種別

町村別

月別

事故種

事故種別
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六、教育委員会関係 

 

（１）組合教育委員会の開催 

教育委員会２回（６月２８日、１月１５日） 

（２）語学指導等を行う外国青年招致事業 

本組合管内における国際理解教育及び英語教育の充実を図り、広い視野と洗

練された国際感覚を持ち、国際社会から信頼される人間を育成することを目的

に、各町村教育委員会、各配置校と連携を図り本事業を進めました。 

◎ 外国語指導助手の氏名、勤務地、指導範囲 

 平成３０年７月までは７名、平成３０年８月からは只見町に小学校専属の外

国語指導助手が１名増員され８名の外国語指導助手により、管内の中学校と小

学校での英語指導及び地域での国際交流活動を行いました。  

 

〔平成３０年４月～７月〕 

外国語指導助手氏名 居住地 勤務場所 配置校 備 考 

ジョール・コンウェイ 

（男性・イギリス） 

南会津町 

田島地域 

南会津町 

教育委員会 
田島中学校  

スティーヴン・カワート 

（男性・アメリカ） 

南会津町 

田島地域 
〃 荒海中学校 

7 月 24 日 

契約満了 

ジョン・オズボーン 

（男性・アメリカ） 

南会津町 

舘岩地域 

南会津町 

教育委員会分室 
舘岩中学校  

ジェシカ・ブレイク 

（女性・ジャマイカ） 

南会津町 

南郷地域 
〃 南会津中学校 

7 月 28 日 

契約満了 

サミュエル・フィルポット 

（男性・イギリス） 
下郷町 

下郷町 

教育委員会 
下郷中学校 

8 月 2 日 

契約満了 

ジェニファー 

・ブルームフィールド 

（女性・イギリス） 

只見町 
只見町 

教育委員会 
只見中学校  

ジョナサン・ストックトン 

（男性・イギリス） 
檜枝岐村 

檜枝岐村 

教育委員会 
檜枝岐中学校  
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〔平成３０年８月～平成３１年３月〕 

外国語指導助手氏名 居住地 勤務場所 配置校 備 考 

ジョール・コンウェイ 

（男性・イギリス） 

南会津町 

田島地域 

南会津町 

教育委員会 
田島中学校  

オースティン・スコット 

（男性・アメリカ） 

南会津町 

田島地域 
〃 荒海中学校 

7 月 30 日 

契約開始 

ジョン・オズボーン 

（男性・アメリカ） 

南会津町 

舘岩地域 

南会津町 

教育委員会分室 
舘岩中学校  

アシュリー・ウォールズ 

（男性・イギリス） 

南会津町 

南郷地域 
〃 南会津中学校 

8 月 6 日 

契約開始 

ジャック・シナー 

（男性・イギリス） 
下郷町 

下郷町 

教育委員会 
下郷中学校 

8 月 6 日 

契約開始 

ジェニファー 

・ブルームフィールド 

（女性・イギリス） 

只見町 
只見町 

教育委員会 
只見中学校  

ショーン・カーター 

（男性・アメリカ） 
只見町 〃 朝日小学校 

7 月 30 日 

契約開始 

ジョナサン・ストックトン 

（男性・イギリス） 
檜枝岐村 

檜枝岐村 

 教育委員会 
檜枝岐中学校  

  

 ◎外国語指導助手公用車の新規・更新について 

   平成１７年に整備して檜枝岐村配置の外国語指導助手が使用していたところ

ですが、平成２９年１１月２０日の自損事故により廃車となったため１台を更

新し、また、平成３０年８月より、只見町に小学校専属の外国語指導助手１名

を増員するため、新たに１台を整備しました。 

取得年月日 事 業 費 配置場所 

平成 30 年 5 月 29 日 1,648,230 円 檜枝岐村 

平成 30 年 7 月 29 日 1,648,230 円 只 見 町 
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（３）視聴覚ライブラリー事業 

視聴覚ライブラリーは、視聴覚教材の活用を促進することによって、学校教

育・社会教育における分かりやすい学習の展開をめざし、その効果的な利用を

図るために、学校教育や地域社会教育活動の指導者等との連携のもとに、視聴

覚教材の整備及び積極的な活用、定期視聴覚教材搬送の実施、映写機講習会等

による視聴覚教育指導者の養成、町村巡回映画会等を行ってまいりました。 

しかしながら、メディアの多様化や低価格化さらに利用者の減少も大きく、

視聴覚ライブラリーはその時代の役割を終えたとの認識のもと、教材整備、搬

送、講習会、映画会等の業務は平成２０年度をもって終了し、平成２１年度か

らは来所方式により機材教材の貸出業務のみ行っています。 

 

◎ 教材・機材利用状況     （平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

利用団体 

 

 

 

区     分 

小 

 

学 

 

校 

中 

 

学 

 

校 

幼 

 

稚 

 

園 

保 

 

育 

 

所 

公 

 

民 

 

館 

教

育

委

員

会 

官 

 

公 

 

署 

一 

 

 

 

般 

そ 

 

の 

 

他 

合 

 

 

 

計 

前 

年 

度 

比 

較 

 

教 

 

 

 

 

材 

貸出件数（件）   4   6 10 △2 

貸

出

本

数 

16mm フィルム   4   13 17 6 

ビデオソフト   3    3 △1 

ＤＶＤソフト   5    5 △8 

ス ラ イ ド         

資料フィルム         

合 計（本）   12   13 25 △3 

上映本数（本）   8   40 48 16 

視聴人数（人）   543   451 994 △86 

機 

 

 

材 

1 6 m m 映写機   1   4 5 1 

ビデオ・DVD プレーヤー   1   1 2 △11 

ビデオプロジェクター 1  5   8 14 △1 

合  計（台） 1  7   13 21 △11 
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◎ 町村別教材・機材利用状況  （平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

町 村 名 

 

 

区     分 

南 会 津 町 下 

郷 

町 

只 

見 

町 

檜 

枝 

岐 

村 

合 

 

 

計 

田島 

地域 

舘岩 

地域 

伊南 

地域 

南郷 

地域 
計 

 

教 

 

 

 

 

材 

貸出件数（件） 4 5   9 1   10 

貸

出

本

数 

16mm フィルム 6 11   17    17 

ビデオソフト 3    3    3 

ＤＶＤソフト 3    3 2   5 

ス ラ イ ド          

資料フィルム          

合 計（本） 12 11   23 2   25 

上映本数（本） 14 32   46 2   48 

視聴人数（人） 457 421   878 116   994 

機 

 

材 

16mm 映写機 2 3   5    5 

ビデオ・DVD プレーヤー 1    1 1   2 

ビデオプロジェクター 12    12 2   14 

合  計（台） 15 3   18 3   21 

 

 

 

七、地域医療支援センター関係 

 

圏域における第１次医療の補完的な業務と訪問診療等への支援につとめました。  

 

（１）職 員 の 状 況 

職    名 人  員 備        考 

所長等（医師） ２名 非常勤・南会津病院と委託 

看護師 １名 常勤 

自動車運転嘱託員 １名 非常勤・週４日以内の勤務 

 

（２）病院・医院等支援状況      

区  分 支援回数 

公 立 病 院    ０ 

公立診療所  ２２ 

民 間 医 院  ３１ 

合   計  ５３ 
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（３）特別養護老人ホーム診療状況 

（毎週１回及び緊急時） 

区  分 診療回数 

田島ホーム ５５  

合   計 ５５  

 

（４）訪問診療・看護状況 

区  分 訪問回数 

南 会 津 町 ４７  

その他の町村 ０  

合   計 ４７  

 

（５）保健事業等支援状況 

区  分 支援回数 備      考 

南 会 津 町 ０   

下 郷 町 ０   

只 見 町 ０   

檜 枝 岐 村 ０   

そ の 他 ８  特養ホームにおける予防接種 

合   計 ８   

 

（地域医療支援センター特別会計事業廃止に伴う精算の対応について） 

① 地域医療支援センター特別会計事業については、平成８年４月から福島県より

医師１名を派遣いただき、南会津地域における第１次医療の補完的業務、町村

の保健・福祉事業等への支援、その他関係する業務を行うべく運営してまいり

ました。しかし、平成３０年度以降、福島県からの医師派遣が見送られること

となり、平成３０年度は県立南会津病院の支援を受けて支援センター業務を行

いました。その間、地域医療支援センターについて関係各所等と協議を重ねた

結果、令和元年度（平成３１年度）からは、県立南会津病院へ業務を移管する

ことになり、平成３０年度末をもって地域医療支援センターを廃止し、特別会

計を精算して構成町村に返還することとしました。 

  ・町村返還金 

町 村 名 返 還 金 

南 会 津 町 3,969,402 円 

下 郷 町 1,371,990 円 

只 見 町 1,288,990 円 

檜 枝 岐 村 1,622,885 円 

合   計 8,253,267 円 
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歳　　入

千円 ％

95.3

0.0

0.0

0.1

0.0

0.0

0.6

0.8

3.2

0.0

100.0

 

歳　　出

千円 ％

0.0

8.1

1.3

0.1

87.4

3.1

0.0

0.0

100.0

 

0

歳 出 合 計 1,536,470

1,558,219

組 合 債

歳 入 合 計

1,342,401

構　　　　　成　　　　　比

1,485,348

650

432

822

204

決　　　　　算　　　　　額科　　　　　　　目

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

諸 収 入

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

0

8,800

12,423

49,540

科　　　　　　　目

0

決　　　　　算　　　　　額

482

総 務 費

教 育 費 47,322

消 防 費

公 債 費

予 備 費 0

構　　　　　成　　　　　比

民 生 費 20,569

124,630

衛 生 費 1,066

議 会 費

平成３０年度　一般会計歳入歳出内訳
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（一般会計）

千円 ％

47.7

う ち 職 員 給 33.9

5.4

0.1

0.6

0.7

45.1

１ ） 補 助 事 業 費 0.0

２ ） 単 独 事 業 費 45.1

0.0

0.4

100.0

（一般会計）

国　　庫
支出金

県支出金 地方債
その他の
特定財源

一般財源

50,636 50,636

635,841 40,000 595,841

4,201 4,201

2,538 2,538

693,216 0 0 0 40,000 653,216

普
通
建
設
事
業
費

歳 出 合 計 1,536,470

公 債 費

新消防庁舎建設事業

高圧空気充填機更新事業

車輌更新事業

電動式心肺蘇生機更新事業

0

積 立 金 6,300

摘
要

0

693,216

事　　　　業　　　　名 決算額
財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

普 通 建 設 事 業 費 693,216

物 件 費 83,607

維 持 補 修 費 741

扶 助 費 8,745

人 件 費 733,455

521,455

区　　　　　　　分 決　　　　　算　　　　　額

補 助 費 等 10,406

備　考

構　　　　　成　　　　　比

合　　　　　　　　　計

性　　質　　別　　歳　　出　　内　　訳

投　　　資　　　的　　　経　　　費
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歳　　入

千円 ％

14.0

72.5

1.5

12.0

0.0

100.0

 

歳　　出

千円 ％

0.0

0.0

100.0

0.0

0.0

100.0

 

（ふるさと市町村圏事業特別会計）

千円 ％

100.0

0.0

0.0

100.0

構　　　　　成　　　　　比

科　　　　　　　目 決　　　　　算　　　　　額 構　　　　　成　　　　　比

600

諸 収 入 0

繰 入 金 66

繰 越 金 512

財 産 収 入 3,100

基 金 収 入

科　　　　　　　目 決　　　　　算　　　　　額

事 業 費 4,210

歳 入 合 計 4,278

基 金 造 成 費 0

総 務 費 0

公 債 費 0

予 備 費 0

物 件 費

区　　　　　　　分 決　　　　　算　　　　　額

4,210

歳 出 合 計 4,210

構　　　　　成　　　　　比

補 助 費 等 0

積 立 金 0

歳 出 合 計 4,210

平成３０年度　ふるさと市町村圏事業特別会計歳入歳出内訳

性　　質　　別　　歳　　出　　内　　訳
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歳　　入

千円 ％

17.5

0.4

18.5

23.7

0.0

0.3

21.3

18.3

100.0

 

歳　　出

千円 ％

98.8

1.2

0.0

100.0

 

科　　　　　　　目 決　　　　　算　　　　　額

5,172

分 担 金 及 び 負 担 金 5,460

診 療 収 入

繰 越 金 6,270

諸 収 入 5,387

医 薬 費 353

科　　　　　　　目 決　　　　　算　　　　　額 構　　　　　成　　　　　比

総 務 費 29,138

29,491

予 備 費 0

歳 出 合 計

県 支 出 金

財 産 収 入 0

歳 入 合 計 29,491

使 用 料 及 び 手 数 料 102

繰 入 金 100

7,000

平成３０年度　地域医療支援センター特別会計歳入歳出内訳

構　　　　　成　　　　　比
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（地域医療支援センター特別会計）

千円 ％

35.1

う ち 職 員 給 21.2

35.3

0.1

1.5

0.0

１ ） 補 助 事 業 費 0.0

２ ） 単 独 事 業 費 0.0

0.0

28.0

100.0

（地域医療支援センター特別会計）

国　　庫
支出金

県支出金 地方債
その他の
特定財源

一般財源

0 0

構　　　　　成　　　　　比

合　　　　　　　　　計

6,262

物 件 費

人 件 費

決算額

0積 立 金

普
通
建
設
事
業
費

補 助 費 等 440

30

区　　　　　　　分

10,399

0

10,369

0

0

財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

歳 出 合 計 29,491

決　　　　　算　　　　　額

繰 出 金

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

摘
要

事　　　　業　　　　名 備　考

8,253

性　　質　　別　　歳　　出　　内　　訳

投　　　資　　　的　　　経　　　費
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平 成 29 年 度 末 平成30年度 平 成 30 年 度 平成30年度末

現 在 高 発 行 額 元 金 償 還 額 現 在 高

0 0 0

0 0 0

0 0 0

件数 金　　　額 種　　類

1件 21,816,925 歳計現金（平成30年度分） （普通預金）

1件 6,300,000 財政調整基金 （定期預金）

1件 10,000,000 財政調整基金 （定期預金）

1件 1,000,000,000 ふるさと市町村圏基金 （定期預金）

4件 1,038,116,925

㈱ 東 邦 銀 行 田 島 支 店

合　　　　　　　　　計

区　　　　　　　　　　　　分

単位：　千円

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

計

㈱ 東 邦 銀 行 田 島 支 店

東 北 労 働 金 庫
若 松 支 店 南 会 津 代 理 店

会津よつば農業協同組合

地　　　方　　　債　　　現　　　在　　　高　　　の　　　状　　　況

公　　　　　金　　　　　の　　　　　保　　　　　管　　　　　状　　　　　況

区　　　　　　　分

令和元年５月３１日現在　単位：円

金　融　機　関　名
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